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要旨： 

 マルチエージェントシミュレーションは近年広く社会問題や金融システムの解析に用いられている。一

方種々の社会問題は多くの場合経済問題と密接な関係を有しているが、マクロ経済問題へのマルチエージ

ェントモデルの適用例は比較的少ない。本研究では、生産者、消費者および銀行で構成され、価格・生

産・設備投資の調整機能を内包する人工経済システムの資金循環マルチエージェントモデルを構築した。

その結果、生産者や消費者のミクロ的な行動ルールとそれらの相互作用から市場価格の均衡や資金循環、

景気循環などのマクロ的な経済システムの特徴を再現できることがわかった。 

Abstruct： 

 Multi-Agent Simulation is widely used in recent years to analyze the macroscopic behavior of social systems or 

financial systems. Previous research works on the macroscopic economic system, on the other hand, are not so many, 

although many of the social problems relate to an economical aspect. This study presents a multi-agent model of fund 

circulation in an artificial economic system which is composed of producers, consumers and a bank and involves self-

adjusting mechanism of price, production and investment, in order to construct an artificial economic system with 

realistic behavior. As a result, it was revealed that characteristic behaviors of a real economic system such as 

equilibrium of market price, fund circulation among agents and business cycle etc. can be obtained as a result of the 

simulation based on the microscopic rules of acts of each agent and the interaction among them. 

 

１． はじめに 

 

マルチエージェントシミュレーションは対象シス

テムを構成するエージェントのミクロ的な行動ル

ールとそれらの相互作用から社会システムのマク

ロ的挙動をシミュレートするもので、近年社会問

題の解析に広く用いられている。一方、多くの社

会的問題は経済と密接に関係している場合が多く、

例えば物価と景気変動などに関する実証的な研究

やゲーミングシミュレーションの観点からの研究

はみられるが、マルチエージェントシミュレーシ

ョンの観点から、市場における価格・生産量の調

整機能や設備投資の増減機能、およびそれらの結

果としとして生じる経済循環機構など、マクロ経

済システムの基本的な挙動をミクロ的なｴｰｼﾞｪﾝﾄの

行動ルールとその相互作用から再現しようとする

モデルは少ない[1]-[5]。 

本研究では、価格や生産および投資などの自己

調整機能を有する経済システムのマルチエージェ

ントモデルを構築し、実物経済システムの基本的

挙動を再現できる条件を明らかにする。 

 

２． シミュレーションモデル 

 

経済システムマクロ的挙動を再現する上で最も

基本的なｴｰｼﾞｪﾝﾄは、生産者、消費者および銀行と

考えられる。本モデルの人工経済システムは、３

種類の生産者、消費者、および銀行で構成され、

３種類の生産者は原料を購入して消費者用の製品

を生産するリテイラー、原料を生産してリテイラ

－に供給するホールセラー、およびリテーラーお

よびホールセラーに設備を販売する設備生産者で

構成される。 

各エージェントの行動ルールとそれらの相互作

用をモデルで表し、各期毎のシステム状態の変化

をシミュレートすることにより、経済システムの

マクロ的挙動に関わる特性値、すなわち市場の製

品価格、市場に供給あるいは購入される製品の総

額、銀行の預金額や貸出金額、各エージェント間

の資金循環などを再現できると考えられる。 

各エージェントのミクロ的な行動ルールは、実

際の経済システムにおける行動として一般的と思

われる単純な行動を想定して、以下のように仮定

した。 

消費者（Ｃと略称する）は生産者の下で労働し

賃金を得、可処分所得の範囲内で製品を購入する。

リテイラー（Ｒと略称する）は消費者用製品を生

産して市場に供給するとともに在庫状況に応じて

生産量、価格を調整する他、設備投資および倒産

行動を有する。ホールセラー（Ｗと略称する）は R

と同様の生産量、価格調整機能をもって R に原料

を供給するとともに設備投資行動を有する。設備



生産者（E と略称する）は R、W の要求に応じて設

備を供給する。銀行（Ｂと略称する）は消費者お

よび生産者の剰余金を預かり、R および W の設備投

資に必要な資金の貸出を行う。各エージェントの

行動ルールの概要を表１に示す。 

 

 表１ 本モデルのエージェントと行動ルール 

 
 

３．シミュレーション条件 

 

 人工経済システムにおける振舞いを確認するた

め、全てのエージェントが存在する C-R-W-E-B シ

ミュレーション、の他に、C、R のみが存在する C-

R シミュレーション、C,R の他に W を加えた C-R-

W シミュレーションの３種類のシミュレーション

を実施した。各シミュレーションの主な条件を表

２に示す。 

 

表２ シミュレーション条件 

 
 

C-R シミュレーションでは、価格・生産量調整行

動の条件について検討した。生産量調整は市場に

おける自社製品の売れ行きに合わせて生産量の増

減を行う行動であり、数期分の平均売上に基づき

需要予測を行い、定期発注方式に基づき在庫切れ

の確率を 5%として在庫目標値を決定し、在庫目標

値から前期末在庫量を引いて次期生産量とする。

価格調整行動は自社の売れ行きによって製品種毎

に販売価格を調整する行動であり、前期末在庫量

ゼロであれば価格上昇フラグを１増加させ、前期

末在庫量が正で目標在庫以下であれば価格下降フ

ラグを１上昇させ、前期末在庫量が正で目標在庫

以上であれば価格下降フラグを２上昇させ、これ

らのフラグが一定値に達した際に製品の価格を一

定割合で上昇または下降させ、その際各フラグは 0

に戻す。需要予測に用いる販売記憶期間は 3~50、

価格変更限界フラグ数（価格調整行動指数）は

3~10 の間で変化させ、期あたりの価格および生産

量の変更割合は共に 5%とした。 

C-R-W シミュレーションでは W は R の原料を生

産して市場に供給し、R は生産する製品種毎に市場

から原料を購入し、C 向けの製品を生産して市場に

供給する。C は R または W のいずれか一つで労働

して得た賃金を原資として市場から R の製品を購

入する。この場合資金はシステム内で循環する。

但し銀行の存在は無視しているため、C の可処分所

得は前期末の残金と新たに得た賃金の和となる。 

C および R はそれぞれ市場から製品あるいは原

料製品を購入するが、この際同じ製品種であれば

市場の中で最も安価な製品を選択し購入するとし

た。 

また賃金は固定給とボーナスで構成されるとし、

固定給は 4000~8000 の間で乱数で決定した。生産

者の賃金以外の経費は乱数で与えた。よって生産

原価は W の場合、製品１個当たりの固定給および

その他の経費となり、R の場合はそれに原料購入代

金を加えたものとなる。固定給は毎期利益の多寡

にかかわらず支払い、売上から経費を引いた残額

が固定給の額に満たない場合には不足額を銀行か

ら短期借入金として借り入れる。R の原料購入の際

にも資金不足があれば不足額を銀行から借り入れ

る。短期借入金は翌期に一括返済する。ボーナス

給ありの場合には、売上から固定給を含む経費、

および長期、短期の借入金の返済金を支払った残

額がプラスであればそのある割合を各 C エージェ

ントの固定給に比例した割合で C にボーナス給と

して配分する。ボーナス給支払い比率は 0.1~0.4 と

してその都度乱数で決定した。生産量・価格調整

ルールについては、C-R シミュレーションの結果に

基づき、販売記憶期間を 5、価格調整行動指数を

10 とした。これらの条件に加えて、W の生産量上

限値を 300~600 の間で変更し、R 製品の価格および

販売量への影響を調べた。 

C-R-W-E-B シミュレーションでは、上記の賃金

支払いルール、および生産量・価格調整ルールに、

設備投資行動ルールおよび倒産行動ルールを加え

て、総合的な人工経済システムの挙動を解析した。

設備投資行動は、設備生産者から設備を購入し、

自社の生産量上限値を上昇させる行動であり、在

庫量がゼロかつ在庫目標値が生産上限値を超えた

場合にフラグを１増加させ、在庫量が正の場合に

フラグを１減少させ、フラグが一定値（設備投資



要求指数）に達し、かつ長期借入金返済期間中で

ない場合に、銀行から資金を借り入れ設備投資行

動をとる。設備投資要求指数は 10 とし、設備投資

による生産量上限値の増加率は 50%とした。この

際の借入は長期借入金であり 120 期の均等返済方

式で返済する。１期を１カ月とすればこの返済期

間は 10 年に相当する。貸出金利は 1%/12 期とした。

倒産行動ルールは製造する製品種が存在しなくな

った場合に倒産しエージェント自体が消滅するル

ールである。毎期各製品種毎に販売量がゼロであ

れば廃業フラグを１加算し、販売量がゼロでない

場合には１減算し、各製品種のフラグが廃業指数

を超えた場合に該当製品種の生産を中止し、全て

の製品種の生産を中止した場合、倒産とする。廃

業指数は 20 とした。倒産した生産者は銀行借入金

があれば全額を返済し、所属消費者は別生産者に

ランダムに再配分されるものとする。銀行は１者

のみ存在し C,R,W,E の各エージェントの剰余金を

預金として預かり、R および W の資金要求に応じ

て資金の貸出を行う。銀行は手元資金不足を避け

るために準備金を設定し手元資金が準備金を下回

らないように資金管理をする。準備金は毎期、期

首の預金総額に一定割合をかけた額とし、その割

合は 10%とした。生産者の短期および長期の貸出

は預金総額から準備金を差し引いた額を上限とす

る。また長期貸出は設備投資要求を発している

R,W を乱数で選出し、貸出金上限値の範囲内で設

備投資に必要な額の貸出を行う。 

 

４． シミュレーション結果 

 

４.１  C-R シミュレーション 

消費者の可処分所得を一定値として、製品の価

格、供給量、需要量の変化を解析した。この場合、

シミュレーション初期の製品価格のレベルによっ

て需要と供給に大きな差異が生じるが、生産者の

生産量・価格調整機能によって製品種毎に生産量

と市場平均価格が変化し、製品価格は製品種毎に

ほぼ一定値に収斂し、市場への製品供給量と消費

者による購買量（総需要）はほぼ均衡することが

確認された。この際、需要予測に用いる販売記憶

期間は 5 未満では品不足と品余りの振れ幅大きく、

20 以上では均衡に長時間を要する傾向があること

から、適正記憶期間は 5~10 程度であることがわか

った。また価格調整行動指数についても価格変化

の振れ幅と均衡への収斂の観点から、10 程度が適

正であることがわかった。 

 

４.２ C-R-W シミュレーション 

本シミュレーションでは、資金循環条件、すな

わち消費者はいずれかの生産者のもとで労働して

賃金を得、それが可処分所得となる条件とした上

で、W の生産量上限を種々変更している。この場

合、市場価格は計算のスタート後早期にほぼ均衡

した値となり、また R の生産量が原料制約により

制限されているため、W の生産量の上限値が低下

するにつれて製品価格が上昇する傾向がみられ、

W の生産量上限が 300 の場合には、いくつかの R

について計算期間中に倒産が認められた。これは

生産量が原料制約で限定されるために製品１個あ

たりの固定費負担が重くなり価格低下余力が小さ

くなるためである。 

 

４.３ C-R-W-E-B シミュレーション 

 

 全てのエージェントをシステムに含め設備投資

ルールおよび銀行との取引を考慮した場合には、

図１に示すように、銀行のトータル預金額、トー

タル貸出金額および消費者の総需要は期の変化と

ともに周期的に変動する現象、即ち景気循環が観

察された。 

 
図 １  銀行預金総額、貸出金総額および消費者

の総需要の周期的変化。 

 

本モデルにおいて景気循環がみられたメカニズ

ムを確認するため、消費者の賃金の変化を解析し

た結果を図２に示す。 

 
図 2  R,W,E 生産者の下で働く消費者の賃金の周

期的変化. 

 

図２に示すように、初期に E 生産者の下で労働

する消費者の賃金が大幅に増加し、その後 R およ

び W の下で労働する消費者の賃金が上昇し、ある

点でピークを迎えた後下降に転じ、120 期程度の時

期に再び設備会社での労働者の賃金の上昇とそれ



に続く R 労働者および W 労働者の賃金が上昇する

傾向がみられ、これが反復して起こっている。 

またこの間の製品平均価格（すなわち物価水

準）をみると、図３に示すように、預金額や賃金 

の総額が増加している時期に価格の上昇が起こっ

ており、預金額や賃金の総額の増加・減少と製品

平均価格の上昇・下降が時期的に対応しているこ

とがわかる。 

なお、図 ３において、R 製品の平均価格が上昇

下降を繰り返しつつ全体として低下しているのは、

本モデルにおいて設備投資は考慮されているが設

備の償却は考慮されていないために、図３に表れ

ているように製品供給量が時間の経過に伴い増加

するためであり、価格の低下に伴い需要も増加傾

向を示している。 

 
図 3  リテイラー製品の供給量、購買量、および

平均価格の変化 

 

これらのことから、図３、図４に見られる種々

の特性値の周期的変動、即ち景気循環のメカニズ

ムは次のように考えられる。まず景気回復の初期

に、経費が少なく価格低下余力のあるいくつかの

生産者がその生産能力を上昇させるために設備投

資し、設備生産者が大きな利益を得、設備生産者

の下で働く消費者の賃金が大きく上昇する。その

結果、種々の製品の需要が増加し、それが、W お

よび R の下で働く他の消費者の賃金上昇につなが

り、それによって更に種々の製品の需要が増加す

ることにより,生産者利益の増加と需要増加の好循

環が続く。一方、景気上昇期に製品価格も増加す

るため、ある時点で需要の反転が生じ、景気は下

降に転じ、生産者利益の低下、賃金の低下、製品

価格の低下が進行する。その後、製品価格の低下

に伴いある時点で需要の反転が生じ、再び景気回

復のステージに入る。この景気循環の周期は長期

借入金返済期間とほぼ一致している。 

一方、ボーナスルールを採用しない場合、即ち、

生産者の利益に関係なく賃金を一定とした場合に

は、図４に示すように景気循環は起こらず、生産

者の預金額は増加、製品の供給量および需要はと

もに低下し、60 期までに 20 のリテーラー中 11 が

倒産する結果となった。このことは生産者の利益

が消費者の賃金に反映されない場合には、生産者

利益が消費者需要を刺激する効果がなく、市場の

寡占化が進行し、負け組生産者の資産が勝ち組生

産者の資産へ移行し、一方需要低下により新たな

設備投資は起こらず、資金は銀行に逆流する。こ

のことは、内需による景気回復を実現するために

は生産者利益が消費者に還元されることが不可欠

であることを示しているように思われる。 

 
図４ ボーナスなしの場合の銀行預金総額、

および貸出金総額の変化 

 

５．まとめ 

 価格、生産、および設備投資の自己調整機能、

およびｴｰｼﾞｪﾝﾄ間の資金循環機能を内包した、消費

者、３種類の生産者、および銀行からなる人工経

済システムのマルチエージェントモデルを構築し、

システムの振舞いを解析した。その結果、本モデ

ルの人工経済システムは、価格の均衡、景気循環、

など、実システムと類似の特徴が再現されること

が分かった。今後本モデルのアプローチに加えて、

政府、貿易、金融投資、金利、為替などの要因を

考慮することにより、様々な経済問題の理解への

応用に発展できる可能性があると考えられる。 
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